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平
成　

年
度
の
日
野
町
歳
入
歳
出
の
決
算
が
、

１７

第
４
回
町
議
会
定
例
会
（
９
月
議
会
）
で
認
定

さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
ち
の
会
計
は
一
般
会
計
と
６
つ
の
特
別
会

計
で
構
成
さ
れ
、
平
成　

年
度
（
平
成　

年
４
月

１７

１７

～
平
成　

年
３
月
）
は
、
国
か
ら
の
地
方
交
付
税

１８

の
減
少
、
人
口
減
、
所
得
減
に
よ
る
税
収
の
減

な
ど
に
よ
り
ま
す
ま
す
歳
入
が
減
少
す
る
な
か
、

今
ま
で
以
上
の
経
費
削
減
を
し
な
が
ら
事
業
を

進
め
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
の
一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入

１７

総
額
（
ま
ち
に
入
る
お
金
の
総
額
）
約　

億
６

３３

２
０
６
万
円
か
ら
歳
出
総
額
（
ま
ち
か
ら
出
る

お
金
の
総
額
）
約　

億
４
３
５
３
万
円
を
引
い

３２

た
約
１
億
１
８
５
３
万
円
の
繰
越
金
が
出
ま
し

た
。
実
態
は
、
歳
出
に
対
し
て
歳
入
が
不
足
す

る
部
分
は
、
ま
ち
の
貯
金
で
あ
る
基
金
を
２
億

３
９
７
５
万
１
４
６
５
円
取
り
崩
し
、
繰
入
金

と
し
て
収
支
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
っ
て
い
ま
す
。

　

基
金
の
取
り
崩
し
は
日
野
町
だ
け
で
は
な
く
、

地
方
交
付
税
の
減
少
な
ど
の
歳
入
不
足
に
よ
り
、

多
く
の
自
治
体
で
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
日
野
町
歳
入
歳
出
の
決
算
が
、
第
４
回
町
議
会
定
例
会
（
９

１７

月
議
会
）
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
今
ま
で
に
な
い
財
政
危
機
を
迎
え
た
ま
ち
が

ど
の
よ
う
に
お
金
を
使
っ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

取り組み状況課題・問題点
町長部局の６課を４課に統合、事務分掌を変更して機構のスリム化を

図った。

より柔軟に対応していけるスリムな行

政組織・機構を目指す

①スクールバスを廃止、路線バスに統合した。

②過疎バス対策として、路線バス委託を平成１７年１２月末で取りやめ、

平成１８年１月から町営バスを運行した。均一料金制の導入や、常に路

線・経路の見直しを行い、利便性の向上に努めている。

バス運行のあり方を見直し、利便性の

向上を図る

職員給与を平均５㌫、町長・助役７㌫、教育長６㌫ 減額、このほか議員

３㌫、教育委員・農業委員１０㌫ を減額し、約５,６００万円の削減効果が

あった。このほか、各種委員の日額報酬や自治会長手当を減額。

職員給与などの削減

時間外勤務をなるべく代休扱いとし、時間外勤務手当を節減。職員手当などの削減

公用車を有効活用して出張にかかる旅費を節減。出張旅費などの削減

平成１７年度の事務の改善・経費節減に対する主な取り組み状況

依
然
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
徹
底
し
た
経
費
削
減
を
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ま
ち
の
歳
入
の
半
分
は

国
か
ら
の
地
方
交
付
税

　

平
成　

年
度
決
算
の
う
ち
、
一

１７

般
会
計
の
歳
入
の
内
訳
は
、
全
体

に
占
め
る
割
合
の
大
き
い
も
の
か

ら
見
る
と
、
ま
ち
の
行
政
規
模
な

ど
に
応
じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る

地
方
交
付
税
が　

億
２
５
６
５
万

１７

４
０
０
０
円
（
全
体
の　

・
３
㌫
）、

５１

町
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど
の
町

税
が
３
億
６
１
９
４
万
２
５
３
２

円
（
全
体
の　

・
８
㌫
）、
事
業
を

１０

行
う
た
め
に
ま
ち
が
借
り
入
れ
る

町
債
が
３
億
３
７
３
万
４
８
５
０

円
（
全
体
の
９
㌫
）
の
順
に
な
っ

て
お
り
、
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
繰
入
金
２
億
４
７
２
８
万

８
９
６
１
円
の
う
ち
２
億
３
９
７

５
万
１
４
６
５
円
は
、
ま
ち
の
貯

金
（
基
金
）
を
取
り
崩
し
て
収
入

と
し
た
も
の
で
、
実
質
赤
字
と

な
っ
て
い
る
部
分
の
補
て
ん
に
あ

て
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

財
源
を
性
質
別
に
見
る
と
、
ま

ち
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
自
主

財
源
（
町
税
や
施
設
使
用
料
な
ど
）

は
８
億
４
６
３
６
万
１
８
５
１
円

（
歳
入
全
体
の
約　

㌫
）、
国
や

２５

県
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
金
額
や

割
り
当
て
ら
れ
た
金
額
を
収
入
に

す
る
依
存
財
源
（
地
方
交
付
税
、

町
債
、
県
支
出
金
な
ど
）
が　

億
２５

１
５
６
９
万
６
７
０
７
円
（
歳
入

全
体
の
約　

㌫
）
と
な
り
、
歳
入

７５

の
う
ち
４
分
の
３
は
依
存
財
源
に

頼
っ
て
い
る
状
況
で
す
。

その他※２

　地方譲与税

　利子割交付金

　配当割交付金

　株式等譲渡所得割交付金

　地方消費税交付金

　自動車取得税交付金

　地方特例交付金

　交通安全対策特別交付金

町税
繰入金
２億４,７２８万８,９６１円

諸収入
１億３,３６２万４,５８４円

その他※１
町債

３億３７３万４,８５０円

国庫支出金
１億３,１９６万４,０２０円

その他※２
１億２,７４８万２,０００円

その他※１

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財産収入・寄付金

　繰越金


